
県立自然公園条例の一部改正について 
 

自然保護課  

１ 改正の背景・理由 

(1) 県立自然公園条例の制定（S35） 

許可基準の柔軟な運用により、保護と利用を両立。 
 

⇒ 基準の明確化等によって柔軟な運用が困難となり、 

必要な施設整備が進まない状況へ 
 

☆ 公園関係者からの意見（H27～H29点検・検討事業） 

「保護と利用のメリハリをつけ、利用しやすい 

制度とすべき。」など 
 

(2) 公園管理の方針 

地域要望で公園が指定された経緯を踏まえ、 

「地域の意向を反映した公園管理」を目指す。 
 

 
 

⇒ より実効性のある公園の保護と利用を図るため、条例を改正し、公園の魅力を高める。 

 

２ 改正の主な内容 

自然環境を保全しながら必要な施設整備等を進めるため、「公園事業」の制度を導入する。 

                     
 

３ 公園事業の執行手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現
行
制
度 

改
正
内
容 

風致景観の保護を図るため、開発行

為に対し、地種区分に応じた規制（許

可・届出）をかけている。 

 自然公園の保護・利用に必要な施設

であっても、一律規制により、整備が

進まない。 

☆ 公園事業の対象施設（規則で規定） 
①道路 ②園地 ③宿舎 ④休憩施設 ⑤野営場 

⑥駐車場 ⑦運輸施設 ⑧給水施設 ⑨博物展示施設 

⑩植生復元施設 ⑪砂防施設 ⑫自然再生施設など

の12種類 

 

公園計画に基づく施設整備等（＝公

園事業）は、許可等の規制の適用除外

とし、必要な施設整備等を推進。 

必要な施設整備等を推進するため 

「公園事業」の導入を検討 

計
画
案
の
作
成 

審
議
会
の
議
論 

計
画
の
決
定 

事
業
決
定 

公
園
事
業
執
行 

地域の意向を 

反映 

科学的知見に 
基づく議論 

① 

①公園管理者＝県が直接執行する場合 

②公園管理者以外の者が執行する場合 

諮問 答申 

新設規定 

執行基準：公園ごとに地域会議で議論し、審議会へ報告 
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② ② 同意・認可 

新設規定 

関
係
者
意
見
交
換 

地域会議で 

議論 

反映 

地域と協働して公園管理を行う 

「地域会議」を順次設置 

公 園 計 画 概 念 図 

＋ 

４ 施行日 

  公布の日（平成29年10月16日） 

資料４ 



【参考：「公園事業」制度導入による効果】 

➣ 例①：ビジターセンター建設の場合【博物展示施設事業】 

 

                     
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

➣ 例②：二ホンジカ食害対策用の電気柵設置の場合【自然再生事業】 

 

                     
 

 

 

 
 

 

現 行 改正後 

現 行 改正後 

「建築物の新築に係る許可基準」に適合す

る必要があることから、厳格な規制がかけら

れている。 

公園事業の「博物展示施設事業」として執行

することで、展示物や施設の目的に見合った規

模での整備が、可能となる。 

◆施設取扱方針の例 

・目的及び機能を達成する範囲で必要最小限の規模 
・高さ、建ぺい率等：基準なし 
・その他定性的基準あり 

◆建築物の新・改・増築の主な許可基準 
・第１種特別地域でないこと  

・植生復元困難な場所等でないこと  

・高さ：13ｍ(10ｍ)以内 

・建ぺい率：10%～20%以内 

・道路後退距離：20ｍ(5ｍ)以上 

・最大建築面積：2,000㎡以下 

・その他定性的基準あり 

電気柵の設置は、毎年春に設置し冬季前

に撤去する作業が伴うが、電気柵設置の許

可申請を、その都度行う必要がある。 

公園事業の「自然再生事業」として執行

することで、当初の認可事項から変更ない

限り、電気柵設置の手続きは、不要となる。 

☆ 行為許可にはない継続性が確保され、 

事業の実施が円滑化 

☆ 許可基準の緩和では乱開発につながることから、 

 規則に定める必要な施設のみ、別の取扱い 

【参考：長野県の自然公園・自然環境保全地域】 

➣ 公園種類別指定状況 

国立公園 ５地域 

国定公園 ３地域 

県立自然公園 ６地域 

 
➣ 県立自然公園指定状況 

中央アルプス 御岳 

三峰川水系 塩嶺王城 

聖山高原 天竜小渋水系 

 

‐2‐ 


